
災害時の葬祭業務の協力に関する協定書 

 

災害時における葬祭業務等に関し、大阪市（以下「甲」という。）と一般社団法人全日本

冠婚葬祭互助協会（以下「乙」という。）とは、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的）  

第１条 この協定は、大阪市内に地震、風水害、その他の災害が発生し（以下「災害」と 

いう。）、多数の死者が集中的に発生した場合における葬祭業務について、甲が乙に協力 

を要請できること及びその場合の手続きを定めるものである。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時の葬祭業務の協力を必要とするときは、乙に対して次条に掲げる業 

務の協力を要請することができることとし、乙は特段の事情のない限り、これに協力す 

るものとする。 

 

（協力要請する業務） 

第３条 甲が乙に対して協力要請する葬祭業務は、原則として、災害救助法の対象となる 

救助業務とし、概ね次のとおりとする。 

(1)  遺体安置所の確保 

(2)  遺体の安置（一時保存）に要する備品の調達 

(3)  棺（付属品を含む）、骨壷、骨箱等の調達 

(4)  遺体の洗浄・縫合・消毒 

(5)  納棺または火葬に至るまでの運搬 

(6)  その他甲と乙が協議のうえ甲が指定する業務 

 

（要請方法） 

第４条 前条に規定する業務についての甲から乙への協力要請は、災害時における協力要

請書（別記様式第１号）の提出により行うものとする。但し、緊急を要する場合であっ

て、当該要請書を事前に提出することができない場合、甲は、口頭あるいは電話等の手

段により要請することができるものとする。なお、この場合において、甲は、後日速や

かに当該要請書を提出するものとする。 

 

（報告） 

第５条 乙は、甲からの要請に基づき協力した場合、その業務内容について、災害時にお

ける要請業務実施報告書（別記様式第２号）により、甲の定める期限までに報告を行う。

ただし、緊急を要する場合、乙は、口頭あるいは電話等により甲に報告し、後日速やか



に当該報告書を提出するものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 甲は、乙に対し、第３条の葬祭業務の実施に要する費用として、大阪府災害救助 

法施行細則別表第一に掲げる金額を上限として、甲乙協議して算定した経費を支払うも

のとする。 

 

（経費の支払） 

第７条 乙は、甲の要請により行った葬祭業務の完了後に、これに要した費用として、第 

 ６条の規定に基づき算定した費用を甲へ請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、乙に対して、速やかに支払うものとする。 

 

（協定書の有効期間） 

第８条 この協定書の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。 

２ 前項の規定に関わらず、期間満了の日から１ヵ月前までに甲乙双方がこの協定の変

更・解除の意思表示のないときは、期間満了の翌日から起算して引き続き１年間効力を

有するものとし、以後期間満了のときも同様とする。 

 

（疑義等） 

第９条 この協定について、疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項について 

は、甲乙協議の上、これを定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、記名押印の上、各自その１通を保有

する。 

 

令和 年 月 日 

 

甲 大阪市北区中之島１丁目３番２０号 

             大阪市 

代表者 大阪市長  横山 英幸 

 

乙 東京都港区西新橋１丁目１８番１２号ＣＯＭＳ虎ノ門６階  

       一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 

          会  長    渡邊 正典 


